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【記載の修正】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【削除】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）いじめの定義   
   ・定義は、条例第２条により法と同様の定義がなされている旨を記載 

・これまで「けんか」がいじめの定義から除かれているが、けんかやふ 
ざけあいであっても、児童生徒の感じる被害性に着目し、いじめに該 
当するか否かを判断する旨を記載≪国方針１≫ 

   ・軽い言葉で相手を傷つけたが、すぐに加害者が謝罪し良好な関係を再
び築くことができた場合等、学校は、「いじめ」という言葉を使わず指
導するなど、柔軟な対応による対処も可能である。ただし、これらの
場合であっても、法が定義するいじめに該当するため、学校のいじめ
対策組織へ情報共有することは必要となる旨を記載≪国方針≫ 

 
 

 

（３）いじめの定義                   
   ・法第２条の定義を記載 
   ・「物理的な影響」とは、身体的な影響のほか、金品をたかられたり、隠

されたり、嫌なことを無理矢理させられたりすることなどを意味する。
けんかは除くが、外見的にはけんかのように見えることでも、いじめ
られた児童生徒の感じる被害性に着目した見極めが必要である。 

 

（４）いじめの理解 
・いじめは、どの子どもにも、どの学校でも、起こりうる 
・国立教育政策研究所によるいじめ追跡調査の結果によれば、暴力を伴 
わないいじめ（仲間はずれ・無視・陰口）について、小学校４年生か 
ら中学校３年生までの６年間で、被害経験を全く持たなかった児童生 
徒は１割程度、加害経験を全く持たなかった児童生徒も１割程度であ 
り、多くの児童生徒が入れ替わり被害や加害を経験している 

・いじめの加害・被害という二者関係だけでなく、学級や部活動等の所 
属集団の構造上の問題、「観衆」としてはやし立てたり面白がったりす 
る存在や、周辺で暗黙の了解を与えている「傍観者」の存在にも注意 
を払い、集団全体にいじめを許容しない雰囲気が形成されるようにす 
ることが必要 

 
 

・条例の基本理念及び条例 7条、8条、9条の大人の責務・役割、第 10 条の児
童生徒の役割に集約されていることから、（４）いじめの理解は削除、（５）い
じめの防止等に関する基本的な考え方に整理し統合 
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５ 重大事態への対処 

    ・主に「いじめ重大事態の調査に関するガイドライン」（平成 29 年 3 月策定  
文部科学省）の内容に基づき記載 

   条例第２０条記載 
（１）重大事態とは【記載の追記】 

・児童生徒又は保護者からの申立ては、学校が把握していない極めて重 
要な情報である可能性があることから、調査をしないまま、いじめの 
重大事態ではないと断言できないことに留意する旨を追記≪国方針≫ 

（２）報告（第一報）【修正なし】 
（３）調査の組織【記載の修正】 
  〇調査組織の種類≪国ガイドライン≫ 

・調査主体は、学校主体となるのか学校の設置者（教育委員会等）が主 
体になるのかの判断を学校の設置者が行う旨を記載 

   ・教育委員会設置の附属機関において調査する場合 
   ・学校の設置者が第三者委員会を立ち上げる場合 
   ・既存の学校のいじめ対策組織に第三者を加える場合 
   ・学校が第三者委員会を立ち上げる場合 

（４）調査【記載の修正】 
     〇調査に当たっての留意事項≪国ガイドライン≫ 

・調査に当たっては、調査主体、調査時期・期間、調査事項、調査方法、 
調査結果の提供等を被害児童生徒及び保護者、加害児童生徒及び保護 
者に事前に説明しておくことを記載 

・調査は速やかに実施するとともに、関係資料の散逸防止、情報提供に 
協力してくれた児童生徒を守ることなどを記載 

   ・調査等により把握した情報の記録は地方公共団体の文書管理規則等に 
基づき適切に保存することを記載 

〇児童生徒の自殺という事態が起こった場合≪国ガイドライン≫ 
 ・「子供の自殺が起きたときの背景調査の指針（改訂版）」（平成 26 年 7 

月 文部科学省）に沿って対応することを記載 
〇不登校重大事態である場合≪国ガイドライン≫ ・ 

    ・「不登校重大事態に係る調査の指針」（平成 28 年 3 月策定 文部科学 
省）に沿って対応することを記載 

（５）調査結果の提供及び報告【記載の修正】 
   ・学校の設置者及び学校は、調査結果及びその後の対応方針を地方公共 

団体の長に報告・説明することを記載 
   ・被害児童生徒・保護者に対して、事実関係等、その他の必要な情報を 

適切に提供することは法律上の義務である旨を記載 
   ・調査結果の公表は特段の支障がない限り公表することが望ましいこと、 

加害児童生徒・保護者に対して被害児童生徒等に説明した方針に沿っ 
て説明することを記載 

（６）再調査【記載の追記】 
条例第２１条記載 
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 【削除】                         

 

 

 

 

 

                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 市町教育委員会との連携及び支援 

     〇教職員等を対象とした研修会の開催、市町教育委員会との合同会議の開催 
により共通理解を図ること、その他必要な助言や情報提供を行うこと、専 
門家の派遣等の支援をすることなどは、これまでの項目の中で記載してき 
たため、削除 

７ ６ その他重要事項 

     〇県立学校や市町のいじめ防止基本方針の策定について必要に応じて支援 
するとともに策定状況を確認、公表する。 

   〇私立が学校については、策定状況を確認し、組織的な取組の支援を行う。 
 
【追記】 

条例第２２条記載 
   ・条例第２２条の規定に基づき、学校法人、国立大学法人、学校設置会社及 

び高等専門学校への協力について記載の追記 

 


